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１ 火山災害に係る基本的な対応  
山梨県では、活動火山対策特別措置法第3条第1項の規定に基づき、１０市町村（富士吉田 

市、都留市、大月市、上野原市、身延町、西桂町、忍野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口湖

町）が、富士山の火山災害警戒地域に指定されている。 

火山災害警戒地域内に立地する学校では、避難計画を作成し、避難訓練を実施するなど児童

生徒の安全対策を講じる必要がある。 

一方、火山災害警戒地域外の学校においても、学校施設が被災市町村内の住民のための避難

施設となる場合があるため、各学校においては富士山噴火を想定し、児童生徒の安全確保のた

め、万全の体制を整備する必要がある。 

 

（１）考え方 

○ 県・市町村地域防災計画、富士山火山広域避難計画、富士山火山防災避難マップ北麓版

等を参照し、公表されているハザードマップ、避難対策等の情報を把握するとともに、

専門家の意見を伺う中で、各学校の実情に応じた火山災害に係る学校安全計画及び危機

管理マニュアルを整備する。 

○ 火山活動に関する情報を迅速かつ正確に把握できる体制を整備する。 

○ 富士山の噴火警戒レベル等火山活動に関する情報を十分把握すること。 

○ 気象庁が発表する火山情報に注意すること。 

○ デマやうわさに惑わされずに、テレビやラジオのニュース、自治体の防災無線などを聞

いて正しい情報を得ること。 

○ 自治体の避難指示などに従うこと。 

 

本県では、富士山が災害対策の対象となっていることから、あらかじめ気象庁が発表する

富士山の噴火警戒レベルや警戒が必要なその規制範囲、過去の噴火事例、想定される降灰の

範囲や量等を把握することが重要である。 

また、気象庁は、随時、「噴火警報・予報」や「火山の状況に関する解説情報（臨時）」、

「降灰予報」等を発表するので、それらの情報を把握することも必要である。 

噴火警戒レベルに応じ、避難指示やその範囲等を自治体が決定するので、自治体からの指

示に従うことが基本的な考え方となる。 

 

（２）基本となる対応 

 

 

 

 

○ 気象庁では、富士山の火山活動を24時間体制で常時観測・監視しており、居住地域や火

口周辺に危険を及ぼすような噴火の発生や拡大が予想された場合には、噴火警報・予報

や降灰予報等を発表することとなっている。  

○ 各学校にあっては、気象庁や自治体等が発表する情報を収集、把握し、関係教育委員会

等と十分に協議・連携した上で、児童生徒の状況や周辺の交通機関の情報、保護者の意

向等を踏まえ、最終的な判断を行うこととなる。 

気象庁や自治体等が発表する情報を速やかに収集するとともに、関係教育委員

会等と十分に協議・連携した上で、最終的な判断は、児童生徒の状況を把握して

いる学校が行う 
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（３）噴火警報・噴火予報 

  以下の情報は、必ず発表されるものではなく、突発的に噴火に至る場合もあるこ  

とに留意しなければならない。 

 

① 噴火警報（居住地域）・噴火警報（火口周辺） 

気象庁が、噴火に伴って発生する生命に危険を及ぼす火山現象（大きな噴石、火砕流、

融雪型火山泥流等、発生から短時間で火口周辺や居住地域に到達し、避難までの時間的猶

予がほとんどない火山現象）やその拡大が予想される場合に、「警戒が必要な範囲」（生

命に危険を及ぼす範囲）を明示して発表する。「警戒が必要な範囲」に居住地域が含まれ

る場合は「噴火警報（居住地域）」、含まれない場合は「噴火警報（火口周辺）」として

発表する。噴火警報（居住地域）は、警戒が必要な居住地域を含む市町村に対する特別警

報に位置付けられる。 

 

② 噴火予報 

気象庁が、火山活動の状況が噴火警報には及ばない程度と予想される場合等に発表す

る。火山活動は、静穏の状況にある。 

 

（４）噴火警戒レベル 

① 噴火警戒レベル（「警戒が必要な範囲」と「とるべき防災対応」）について 

 噴火警戒レベルは、火山活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲」と防災機関や住民等

の「とるべき防災対応」を５段階に区分して発表する指標である。 

噴火警戒レベルの活用にあたっては以下の点に留意する必要がある。 

・火山の状況によっては、異常が観測されずに噴火する場合もあり、レベルの発表が 

必ずしも段階を追って順番どおりになるとは限らない（下がるときも同様である） 

 

 

 

 

 

 

 

・  富士山においては、各レベルでの防災対応に係る対象地域や具体的な対応方法は、 

火口の位置や噴火の様態によって地域毎に異なる。 

・  降雨時の土石流等、噴火警報の対象外の現象についても注意が必要であり、その場 

合には大雨情報等、他の情報にも留意する必要がある。  

 

 

 

 

［例］ 

・前兆はあるが、噴火警戒レベルの発表はなく、ほぼ突発的に噴火する場合 

・噴火警戒レベル３の段階で噴火する場合 

・噴火警戒レベル５発表後、噴火に至らず終息 

・噴火警戒レベル５発表後、数ヶ月レベル５を維持した後に噴火 

・噴火警戒レベル５発表後、数ヶ月レベル５を維持した後、噴火せずに終息 など 
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〈参考〉 

下図は、噴火警戒レベルの例を示したものであり、富士山の場合は火口位置の特定

ができないため、噴火前に「レベル２」は発表されないことに注意。 

 

注 1： 住民等の主な行動と登山者・入山者への対応には、代表的なものを記載。 

注 2： 避難・避難準備や入山規制の対象地域は、火山ごとに火山防災協議会での共同検討を通じて地域          
防災計画等に定められている。ただし、火山活動の状況によっては、具体的な対象地域はあらかじ
め定められた地域とは異なることがある。 

注 3： 表で記載している「火口」は、噴火が想定されている火口あるいは火口が出現しうる領域（想定
火口域）を意味する。あらかじめ噴火場所（地域）を特定できない伊豆東部火山群等では「地震活
動域」を想定火口域として対応する。 

注 4： 火山別の噴火警戒レベルのリーフレットには、「大きな噴石、火砕流、融雪型火山泥流等が居住   
地域まで到達するような大きな噴火が切迫または発生」（噴火警戒レベル５の場合）等、レベルご
との 想定される現象の例を示している。 

 

出典：気象庁ＨＰより抜粋

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/level_toha/level_toha.ht
ml 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/level_toha/level_toha.htm
https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/level_toha/level_toha.htm
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② 富士山の噴火警戒レベルについて 

火山活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲」と防災機関や住民等の「とるべき防災行動

対応」を５段階に区分して発表する指標である。噴火警報・予報に含めて発表する。富士山

における噴火警戒レベルの取扱いは次のとおりである。 
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出典：気象庁ＨＰより抜粋 

（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/level/PDF/level_314.pdf） 

注：富士山では、噴火前の火山活動が高まる段階で、火山の位置を特定し限定的な警戒範囲を示すの

は困難なことから、レベル２の発表をしないこととしている。ただし、噴火開始後、火山活動の

低下により噴火警戒レベルを下げていく段階において、その火口とその周辺を限定して警戒範囲

を示すことが可能な場合は、レベル２が発表される。（「富士山火山広域避難計画」平成30年3

月 富士山火山防災対策協議会より） 

 

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/level/PDF/level_314.pdf
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（５）降灰予報 

    ①降灰予報の種類 

火山噴火に伴い空から降ってくる火山灰（降灰）は、その量に応じて様々な被害をもたらし

た。気象庁が平成20年より発表している降灰予報では、降灰の量に関する予測が伝えられてい

なかったが、平成27年3月にスタートした新しい降灰予報では 量の予測を含めた予報とし

て、噴火後に、どこに、どれだけの量の火山灰が降るかについて、詳細な情報を公表してい

る。また、活動が活発化している火山では、もしも今日、噴火が起こるとしたら、この範囲に

降灰がある、という事前の情報も提供する。さらに、噴火直後には、風に流される小さな噴石

が降る範囲についても速やかに提供する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

(a) 降灰予報（定時）  
・噴火警報発表中の火山で、予想される噴火により住民等に影響を及ぼす降灰のおそれがある場合

に発表。  

・噴火の発生に関わらず、一定規模の噴火を仮定して定期的に発表。  

・噴火した場合に予想される降灰範囲や小さな噴石の落下範囲を、１８時間先（３時間ごと）まで

の予測として提供。 

(b) 降灰予報（速報）  
・噴火が発生した火山に対して、速やかに（5～１０分程度で）発表される。 

・降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰量階級が「やや多量」以上の降灰が予想される場合

に発表される。 

・降灰予報（定時）が未発表の火山では、予測された降灰が「少量」のみであっても必要に応じて

発表される。 

・噴火発生から１時間以内に予想される降灰量分布や小さな噴石の落下範囲を提供。 

(c) 降灰予報（詳細）  
・噴火が発生した火山に対して、より精度の高い降灰量の予報を行い発表。  

・降灰予測の結果に基づき、噴火後２０～３０分程度で発表。  

・降灰予報（定時）を発表中の火山では、「やや多量」以上の降灰が予想された場合に発表され

る。 

・降灰予報（定時）が未発表の火山では、予測された降灰が「少量」のみであっても必要に応じて

発表される。 

・降灰予報（速報）が発表されている場合には、予想降灰量にかかわらず発表される。 

・噴火発生から６時間先まで（１時間ごと）に予想される降灰量分布や降灰開始時刻を、市区町村

を明示して提供。 
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② 降灰予報リーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：降灰予報リーフレット（気象庁ＨＰhttps://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/kouhai/index.html） 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/kouhai/index.html
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③ 降灰量階級表 

降灰量の情報を、わかりやすく、防災対応が取りやすいように伝えるため、降灰量を階級

で表現している。降灰量を、降灰の厚さによって「多量」「やや多量」及び「少量」の３階

級に区分し、降灰量階級表では、それぞれの階級における「降灰の状況」と「降灰の影響」

及び「とるべき対応行動」を示している。 

 

 
出典：気象庁ＨＰより抜粋 

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/qvaf/qvaf_class.pdf 

 

 

④ 降灰避難対象エリアの設定 

避難対象 説明 

影響想定範囲 
降灰可能性マップの示す範囲 

（降灰堆積深２㎝以上） 

 避 難 対 象 エ リ ア 
降灰堆積深が30㎝以上になると想定される範囲 

※1、※2、※3 

屋 内 避 難 対 象 エ リ ア 降灰堆積深が30㎝未満と想定される範囲 ※2 

※１ 避難対象エリアの基準となる降灰堆積深は、富士山火山防災対策協議会において、今後さらに検討

を進め、必要に応じて見直しを行うこともある。 

※２ 気象庁があらかじめ実施したシミュレーション結果を基に、噴火の可能性が高まった段階で風向き

等の気象条件を加味して判断する。また、気象庁が噴煙等の観測結果を基にリアルタイムで実施する

シミュレーション結果も参考にする。 

※３ 降灰堆積状況の観測により得られた降灰分布図も参考にする。 

 

 

  

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/qvaf/qvaf_class.pdf
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（６）登校前に噴火警報・予報、降灰予報等が発表された場合 
 

     学校にあっては、気象庁が発表する噴火警報・予報や降灰予報等に基づき、児童生徒

の安全確保を第一に、速やかに措置を決定する。 

 

（主な確認事項） 

休日、夜間、時間外に噴火警報等が発表された場合は、初動体制教職員（または応援要

員）が学校に参集し、学校の被害状況の把握や連絡調整を行う。 

 

（７）在校時に噴火警報・予報、降灰予報等が発表された場合 
 

児童生徒等の在校時において、気象庁が発表する噴火警報・予報や降灰予報等が発表さ

れた場合は、予報等の内容や公共交通機関等の運行状況や通学路等の安全等を確認したう

え、あらかじめ学校ごとに定めた方法により、児童生徒への対応を速やかに行う。 

安全が確認された場合には、あらかじめ決められた保護者への引き渡しの方法か、教職

員の指導の上、帰宅させる。安全が確認されない場合は、児童生徒等は学校で保護する。 

 

（主な確認事項） 

あらかじめ保護者等との間で災害の規模や状況によって引き渡しの基準や条件を詳細に

定めたり、家庭の状況を把握し、保護者の帰宅が困難になることが予想される家庭の児童

生徒等については、学校に留め置いたりするなど、混乱がないように事前の協議・確認が

必要となる。 

保護者への連絡に際しては、電話連絡のほかメール、学校ホームページの利用、民間事

業者が運営するメール一斉配信サービスなど、連絡方法の複数化を図る。 

児童生徒等を帰宅させた場合は、帰宅したことを確認し、学校で全体の状況を把握する

必要がある。 
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２ 事前対策（日頃から火山災害に備える）  

（１）平常時の主な対応  

①平常時の対応 

原則として「第１章大規模地震編 １ 自然災害に対する事前対策」を準用する。 

◎ 校長を委員長とする「学校防災対策委員会」を活用し、各自治体の防災担当者等と協

議した上で、火山現象の区分、学校の立地条件、季節等の状況に応じて、火山災害へ

の備えや警戒レベルに応じた避難計画をあらかじめ学校防災計画へ位置付ける。 

○ 富士山ハザードマップ（溶岩流等の影響想定範囲と避難対象）、富士山火山防災避難

マップ富士北麓版、「富士火山を知る」富士北麓住民ガイドブック等を参考に学校に

影響を及ぼす可能性のある火山現象を把握する。 

○ 富士山ハザードマップ上の自校の立地（避難場所に指定されているか）及び、児童生

徒の通学路等を確認する。 

○ 避難先、避難経路等の確認や避難訓練を実施する。 

○ 保護者への緊急連絡に備え、メールや電話のほか、学校のホームページの活用など、

連絡方法の複数化を図る。  

○ 噴火警報等、火山活動に関する情報を迅速かつ正確に把握できる体制を整備、確認し

ておく。 

○ 児童生徒に対して、避難訓練をはじめとした教科等横断的な学習を通じ、主体的に身

を守る火山防災教育を実施する。 

○ 保護者等に対して、火山災害時に学校がとる避難・保護の措置や富士山火山に関する

基礎知識の普及を図る。 

 

【例】富士山火山広域避難行動計画に定める第2次避難対象エリアにおける学校の対応 

   区分に応じた次の対応について、具体的な引き渡し方法、避難先、避難経路を確認・ 

検討する必要がある。また、実際の火山活動では、エリア毎に対応が異なるため、自校 

の立地条件を必ず確認し、情報収集を徹底し、対応を検討すること。 

   

区分 火砕流 溶岩流 融雪型火山泥流 
降灰 

（必要に応じて） 

警戒レベル３ 保護者への引き渡し 引き渡し 

※警戒レベル3が継続する場合には、情報収集の結果、安全が確認されれば通常授業の実施もあり得る。 

警戒レベル４ 避難準備（帰宅困難生徒の保護） 避難準備 

警戒レベル５ 避難（市町村計画であらかじめ定められた場所） 避難 

噴火直後 速やかな避難 垂直避難も検討 避難 

○ 学校周辺に火山がなくても校外学習等で訪れる場合もある。その際には過去の災害事

例等も含め、事前に現地の情報を収集するとともに、万一、発災した際の避難場所、

避難経路等も考慮した実施計画書を作成する。 
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②低周波地震等が増加するなど噴火の兆候が現れた場合 

○ 気象庁や自治体から公表される情報を積極的に収集するとともに、全教職員で情報を

共有し、不測の事態に備える。 

○ また、在校中又は登下校中に発災した場合に備えて、児童生徒が主体的に避難行動を

とれるよう実践的指導を行う。 

 

（２）避難確保計画等の作成・避難訓練の実施 

①避難確保計画の作成 

   活動火山対策特別措置法において、市町村の地域防災計画にその名称及び所在地を定め

られた施設「避難促進施設」の所有者又は管理者は、当該避難促進施設を利用している者

の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する避難確保計画を作成するこ

とが義務付けられている。 

②市町村長への報告 

  避難促進施設の所有者又は管理者は、避難確保計画を作成したときは、遅滞なく、市町 

 村長に報告するとともに、公表しなければならない。避難確保計画を変更したときも同様 

である。 

③避難訓練の実施 

  避難促進施設の所有者又は管理者は、避難確保計画の定めるところにより避難訓練を行 

 い、その結果を市町村長に報告しなければならない。 

 

（３）避難計画の作成 

活動火山対策特別措置法に基づく避難促進施設に指定されていない場合であっても、活

動火山対策特別措置法第3条第1項に基づく、火山災害警戒地域内に立地する学校は、自

校の実情を把握した上で、火山災害発生時の避難計画を作成しておく必要がある。計画に

は、噴火警戒レベルの引き上げ、市町村による避難情報の発令のほか、突発的に噴火が発

生した場合等様々な状況を想定しておく必要がある。また、積雪期のみ考慮しなければな

らない融雪型火山泥流など、学校の立地に応じて、対応すべき火山現象が異なることに留

意する必要がある。また、作成した避難計画は、より実践的な計画になるよう、避難訓練

等を通じて検証し、随時、見直す必要がある。 

① 避難計画の作成 

避難計画の作成においては、「いつ」（避難開始時期）、「どこから誰が」（避難対

象地域）、「どこへ」（避難先）、「どうやって」（避難経路・手段）避難するか具体

的に定めることが必要である。 

  火山現象のみならず、保護者に引き渡す際、どのような手段で迎えに来てもらうの 

か、迎えに来られない場合の対応、引き渡し完了までに、警戒レベルの引き上げ、もし 

くは噴火に至った場合はどのように対応するのか、さらには学校が避難所となっている 

場合には、そのまま保護者とともに避難するなど様々な場面を想定する必要がある。 
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② 避難訓練の実施 

火山災害警戒地域内に立地する学校は作成した避難計画に基づき、定期的に訓練を行

い、課題の抽出及びその解決を図る必要がある。 

なお、訓練の際はそれぞれの行動が完了するまでの時間を把握することも重要である。 

 

３ 火山災害発生時の対応  

（１）発災時の主な対応 

○ 降灰等があった場合は、屋内に退避を原則とし、できるだけ降灰が屋内に入らないよう

窓とカーテンを閉めるなどの措置を講じる。 

○ 気象庁が発表する火山情報や自治体の防災無線などから情報を収集し、火山活動の状況

を迅速かつ正確に把握し、児童生徒の生命を守ることを第一に考えた対応をとる。 

○ 各自治体の防災担当課等の指示に従い、適切な対応をとる。 

 

（２）教職員の役割【例】 

児童生徒 

への対応 

○ 噴火警戒レベルが発表された場合、大きな噴石の影響範囲にある学校 

では、速やかに校舎等頑丈な建物の下層階へ避難させる。この際、山 

体側の窓には近づかないよう注意する。 

○ あらかじめ定めた避難経路のうち、安全な避難経路を判断し、安全 

確保を図る。 

学校が避難所となっている場合には、無理に引き渡すことはせず、 

そのまま避難所としての学校で安全を確保する。 

○ 待避場所（教室等）では、窓ガラス・カーテンを閉め、窓から離れ 

た場所で静かに待機させる。 

○ 児童生徒を安心させ、落ち着かせることに努め、パニックにならな 

いように伝える。 

○ あらかじめ定めたルールに従い、児童生徒の引き渡しを行う。 

降灰対策 

○ 電気、水道等、ライフラインが寸断された場合は備蓄品等で対応す

る。 

○ 屋外作業時は、ヘルメット、マスク、ゴーグル、軍手、長靴、レイ 

ンコート等を着用する。 

○ 屋内への出入り口を限定し、靴や衣類に付着した火山灰を除去する。 

○ 火山灰を湿らせて巻き上がらないようにするなど、屋内へ火山灰を持

ち込まない対策をする。 

その他 

○ 長期間休校となる可能性を考慮して、教職員や児童生徒（保護者） 

との連絡体制を確立する。 

○ あらかじめ決めた緊急時の役割分担により、速やかに対応する。（児 

童生徒の誘導、保護者への連絡、市町村との連絡窓口、重要書類の搬 

出など） 

 ※事前の備えの一例であり、予め様々な場面を想定して準備する必要がある。 
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４ 火山被害  

 
（１）富士山ハザードマップの改定について 

富士山は、これまでの歴史の中で構築された文化的景観が評価され、平成２５（２０１３） 

年に世界文化遺産に登録され、国内外から数多くの観光客や登山者が訪れる国内有数の観光

地である一方、気象庁が24時間体制で観測・監視を行っている全国に５０ある常時観測火

山のひとつであり、１０万年前から爆発的な噴火や山体崩壊を繰り返してきた活火山である

が、１７０７年の宝永噴火を最後に３００年以上にわたり沈黙が続いている。 

 平成１６年に策定された富士山ハザードマップについては、最新の科学的知見に基づき、

令和３年３月に改定された。 

 この改定により、これまでの富士山ハザードマップが想定していない新たな噴火口を含む 

想定火口範囲が設定されるとともに、噴出物の規模等が大きく見直されたことにより、以下 

の重大な災害リスクが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※降灰については、ハザードマップの見直しはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［富士山ハザードマップ改定により新たに明らかとなった富士山噴火の災害リスク］ 

◆溶岩流 

・溶岩流の噴出量が旧ハザードマップの7億㎥から13億㎥に変更 

・噴出量の増加により到達可能性範囲が拡大し、大月市や上野原市まで到達する可能性 

・富士吉田市近郊で噴火した場合、市街地へ２時間程度で到達 

◆火砕流 

 ・火砕流の噴出量が旧ハザードマップの240万㎥から1000万㎥に変更 

・傾斜の急な北東方向（富士吉田市方面）及び南西方向（富士宮市方面）に長く流れ、 

到達距離が長くなり、到達地域が拡大 

◆融雪型火山泥流 

 ・大きな河川等を流下し、遠方まで届く結果となった。 

 ・市街地にも短時間で到達 

◆大きな噴石 

・想定火口範囲の拡大に伴い、大きな噴石の到達範囲の拡大 

 ・影響範囲が山頂から主に北東側（富士吉田市・忍野村方面）及び南西側（富士宮市方 

面）に広がった。 
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（２）主な火山被害 

火山は時として大きな災害を引き起こす。災害の要因となる主な火山現象には、大きな噴

石、火砕流、融雪型火山泥流、溶岩流、小さな噴石・火山灰、火山ガス等がある。また、火山

噴火により噴出された岩石や火山灰が堆積しているところに大雨が降ると土石流や泥流が発生

しやすくなる。 

 特に、大きな噴石、火砕流、融雪型火山泥流は、噴火に伴って発生し、避難までの時間的猶

予がほとんどなく、生命に対する危険性が高いため、防災対策上重要度の高い火山現象として

位置付けられており、噴火警報や避難計画を活用した事前の避難が必要である。 

 

大
き
な
噴
石 

 
 

爆発的な噴火によって火口から吹き飛ばされる直

径概ね２０～３０cm以上の大きな岩石等は、風の影

響を受けずに火口から弾道を描いて飛散して短時間

で落下し、建物の屋根を打ち破るほどの破壊力を持

っている。 

被害は火口周辺の概ね2～4km以内に限られる

が、過去、大きな噴石の飛散で登山者等が死傷した

り建造物が破壊される災害が発生しており、噴火警

報等を活用した事前の入山規制や避難が必要であ

る。 

 

火
砕
流 

高温の火山灰や岩塊、空気や水蒸気が一体となっ

て急速に山体を流下する現象。 

規模の大きな噴煙柱や溶岩ドームの崩壊などによ

り発生する。大規模な場合は地形の起伏にかかわら

ず広範囲に広がり、通過域を焼失、埋没させ、破壊

力が大きく極めて恐ろしい火山現象である。 

流下速度は時速数十kmから百数十km、温度は数

百℃にも達する。 

火砕流から身を守ることは不可能で、噴火警報等

を活用した事前の避難が必要。 
 

溶
岩
流 

マグマが火口から噴出して高温の液体のまま地表

を流れ下るもの。 

通過域の建物、道路、農耕地、森林、集落を焼

失、埋没させて完全に不毛の地と化す。 

地形や溶岩の温度・組成にもよるが、流下速度は

比較的遅く基本的に人の足による避難が可能であ

る。 
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融
雪
型
火
山
泥
流 

積雪期の火山において噴火に伴う火砕流等の熱に

よって斜面の雪が融かされて大量の水が発生し、周

辺の土砂や岩石を巻き込みながら高速で流下する現

象である。 

流下速度は時速60kmを超えることもあり、谷筋

や沢沿いをはるか遠方まで一気に流下し、広範囲の

建物、道路、農耕地が破壊され埋没する等、大規模

な災害を引き起こしやすい火山現象。 

積雪期の噴火時等には融雪型火山泥流の発生を確

認する前にあらかじめ避難が必要である。 

 

小
さ
な
噴
石
・
火
山
灰 

噴火により噴出した小さな固形物のうち直径2mm

以上のものを小さな噴石（火山れき）、直径2mm以

下のものを火山灰といい、粒径が小さいほど火口か

ら遠くまで風に流されて降下する。 

 小さな噴石は、火口から10km以上遠方まで風に

流されて降下する場合もあるが、噴出してから地面

に降下するまでに数分～十数分かかることから、火

山の風下側で爆発的噴火に気付いたら屋内等に退避

することで小さな噴石から身を守ることができる。 

 火山灰は、時には数十kmから数百km以上運ばれ

て広域に降下・堆積し、農作物の被害、交通麻痺、

家屋倒壊、航空機のエンジントラブルなど広く社会

生活に深刻な影響を及ぼす。 

 

 

火
山
ガ
ス 

火山地域ではマグマに溶けている水蒸気や二酸化

炭素、二酸化硫黄、硫化水素などの様々な成分が、

気体となって放出される。ガスの成分によっては人

体に悪影響を及ぼし、過去に死亡事故も発生してい

る。 

 2000年からの三宅島の活動では、多量の火山ガ

ス放出による居住地域への影響が続いたため、住民

は４年半におよぶ長期の避難生活を強いられた。 

 



  

 

- 17 - 
 

火
山
噴
火
に
伴
う
堆
積
物
に
よ
る
土
石
流
や
泥
流 

火山噴火により噴出された岩石や火山灰が堆積し

ているところに大雨が降ると土石流や泥流が発生し

やすくなる。火山灰が積もったところでは、数ミリ

程度の雨でも発生することがある。これらの土石流

や泥流は、高速で斜面を流れ下り、下流に大きな被

害をもたらす。 

 火山噴火後の土石流や泥流のおそれがある場合、

国土交通省の緊急調査に基づく「土砂災害緊急情

報」を踏まえ、気象台は、気象情報（予想雨量の情

報）を発表する。噴火後に雨が予想されている時

は、川の近くや谷の出口に近づかないようにする。 
 

出典：気象庁ＨＰより抜粋 

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/volsaigai/saigai.html#kohai 
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※第 3 章火山災害編に記載した URL は令和 4 年２月現在のものである。 

  1 山梨県地域防災計画第4編火山編 

   https://www.pref.yamanashi.jp/bousai/documents/r3chiikiboup339-p382..pdf 

 

  2 富士山火山広域避難計画 

https://www.pref.yamanashi.jp/kazan/fujisankazan.html  

 

  3 富士山火山防災避難マップ富士北麓版 

（富士吉田市版、富士河口湖町版、西桂町版、山中湖村版、忍野村版、鳴沢村版、身延町版） 

https://www.city.fujiyoshida.yamanashi.jp/info/2152 

 

４ 「学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き」の作成について 

（平成24年３月 文部科学省） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1323513.htm 

 

５ 東日本大震災を受けた避難経路等の緊急点検について 

（平成23年４月５日付け 文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課事務連絡） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/saigaijohou/syousai/1304773.htm 

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/volsaigai/saigai.html#kohai
https://www.pref.yamanashi.jp/bousai/documents/r3chiikiboup339-p382..pdf
https://www.pref.yamanashi.jp/bousai/fujisankazan.html
https://www.city.fujiyoshida.yamanashi.jp/info/2152
https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1323513.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/saigaijohou/syousai/1304773.htm

